
第9次静岡県保健医療計画について

○第９ 次静岡県保健医療計画の策定体制、 策定スケジュ ール等

○救急医療

 ・ 第９ 次静岡県保健医療計画の骨子案（ 救急医療）

 ・ 国が示す「 救急医療の体制構築に係る指針」 への対応

○災害時における医療

 ・ 第９ 次静岡県保健医療計画の骨子案（ 災害時における医療）

 ・ 国が示す「 災害時における医療体制の構築に係る指針」 への対応

資料1
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第９ 次静岡県保健医療計画の策定体制

＜各種専門家会議の実施＞
・6疾病5事業等、各専門分野を協議
 ○県がん対策推進協議会
 ○県循環器病対策推進協議会
 ○県救急・災害医療対策協議会
 ○（仮称）感染症対策連絡協議会
 ○看護職員確保対策連絡協議会 等

医療計画
策定作業
部会

計画案
全体の協議

医療
審議会

計画案全体の
協議、承認

地域包括ケア推進
ネットワーク会議

○認知症施策推進部会
○地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ推進部会
○社会福祉施設等感染症対策推進部会

地域包括ケア推進
ネットワーク会議（８圏域）

<

医
療>

<

福
祉>

<

介
護>

連携

連携

＜委員 11人＞
審議会委員及び専
門委員で構成

＜委員30人＞
医師、⻭科医師、
薬剤師、受療者、
学識経験者で構成圏域計画案への意⾒・調整

分野別計
画案への
意⾒・調整

分野別計画案への意⾒・調整

計画案
への意⾒
・調整

分野別
計画案
への意⾒
・調整

＜各圏域会議の実施＞
・圏域計画、地域医療構想等を協議

 

※【８圏域・区域】賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、
         静岡、志太榛原、中東遠、⻄部
※「駿東田方」区域の調整会議については、「駿東」、
 「三島田方」に分割して設置

地域医療構想調整会議（８区域・９会議）

地域医療協議会（８圏域・８会議）

医療
対策
協議会

地域医療構想
及び

医療従事者確保

医療従事者確保
に関すること

2



区分
令和

４ 年度 

令和５ 年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

県
全
体

 医療審議会
第２ 回
(3/27)

   

 

 
 第１ 回

【 骨子】
（ 8/30）

     
 第２ 回

【 素案】
（ 12/22）

   
第３ 回

【 最終】
(3/26)

 保健医療計画
 策定作業部会

第１ 回
(12/1)

第１ 回
（ 5/24)

 第２ 回
【 骨子】

（ 8/9）

 第３ 回
【 素案】

（ 12/6）

第４ 回
【 最終】

(3/12)

 医療対策協議会
 ※地域医療構想、 医療従  

事者確保を 協議

第３ 回
(3/14) 

 第１ 回
【 骨子】
（ 7/12）

第２ 回
【 素案】

（ 11/21）

第３ 回
【 最終】
（ 2/29）

各
圏
域

 地域医療協議会
第１ 回

【 骨子】
第２ 回

【 素案】
第３ 回

【 最終】
 地域医療構想
 調整会議

県救急・ 災害医療対策協議会
（ 各専門家会議）

 第１ 回
【 骨子】
（ 6/27）

 第２ 回
【 素案】

（ 10/25）

 第３ 回
【 最終】
（ 2/15）

事
務
局

 本庁関係各課                        

 各保健所                        

策
定
指
針
の
提
示
（
厚
労
省
）

次
期
医
療
計
画
（
骨
子
案
）

次
期
医
療
計
画
（
素
案
）

次
期
医
療
計
画
（
最
終
案
）

2次医療圏・構想区域

基準病床数

在院患者調査

圏域別計画の作成 圏域版（素案）作成

計画（素案）作成

圏域版（最終案）

計画（最終案）作成

パブコメ

関係団体

意見聴取

第９ 次静岡県保健医療計画の策定スケジュ ール（ 案）

・国指針の確認
・医療圏の設定　
・計画記載項目等
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 静岡県保健医療計画策定における主な専門家会議
項目 関連会議名称 

計画全体 医療審議会（ 医療計画策定作業部会）  

保健医療圏、 地域医療構想 医療対策協議会、 地域医療構想調整会議（ 各圏域）  

６ 疾病 
５ 事業 
在宅 

がん がん対策推進協議会 

脳卒中、 心筋梗塞等の心血管疾患 循環器病対策推進協議会 

糖尿病 糖尿病等重症化予防対策検討会 

肝炎 肝炎医療対策委員会 

精神疾患（ 発達障害含む）  精神保健福祉審議会 、 発達障害者支援地域協議会 

救急医療、 災害時医療 救急・ 災害医療対策協議会 

へき 地の医療 へき 地医療支援計画推進会議 

周産期、 小児（ 小児救急含む）  周産期・ 小児医療協議会 

在宅医療 シズケアサポート センタ ー企画委員会 

各種 
疾病 
対策 

感染症対策 （ 仮称） 感染症対策連絡協議会

結核対策 結核対策推進協議会 

エイ ズ対策 エイ ズ対策推進委員会 

認知症対策、 地域リ ハビリ テーショ ン 地域包括ケア推進NW 会議（ 認知症施策推進部会、 地域リ ハ推進部会）  

アレ ルギー疾患対策 アレルギー疾患医療連絡協議会 

歯科保健医療対策 ふじ のく に健康増進計画推進協議会 

医療
従事者
確保

医師 医療対策協議会（ 医師確保部会）  

薬剤師 薬事審議会 、 医療対策協議会

薬剤師 薬事審議会 、 医療対策協議会

看護職員 看護職員確保対策連絡協議会 、 医療対策協議会

医療勤務環境改善支援センタ ー センタ ー運営協議会 、 医療対策協議会

その他
健康寿命の延伸 、 高齢化に伴う 疾患 ふじ のく に健康増進計画推進協議会 

高齢者保健福祉対策 長寿社会保健福祉計画推進・ 策定部会 

２ 次医療圏版 地域医療協議会（ 各圏域）  
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計画の構成の変更（ ５ 事業⇒６ 事業）

次期計画（ ６ 事業） 現行計画（ ５ 事業）

１ 救急医療 救急医療

２ 災害時における医療 災害時における医療

３ 新興感染症発生・ まん延時における医療

４ へき 地の医療 へき 地の医療

５ 周産期医療 周産期医療

６ 小児医療（ 小児救急医療を 含む。 ） 小児医療（ 小児救急医療を 含む。 ）

国が示す「医療計画について」に準拠して、５事業に「新興感染症発生・まん延
時における医療」を追加する。

※県計画における位置付け（記載順）は今後調整予定
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  国が示す「救急医療の体制構築に係る指針」への対応
疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に

係る指針（令和５年３⽉３１⽇）

○救急医療の体制構築に係る指針
○災害時における医療体制の構築に係る指針
○新興感染症発⽣・まん延時における医療体制
 の構築に係る指針
○へき地の医療体制構築に係る指針
○周産期医療の体制構築に係る指針
○⼩児医療の体制構築に係る指針

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築
に係る指針（令和２年４⽉１３⽇）

○救急医療の体制構築に係る指針
○災害時における医療体制の構築に係る指針
○へき地の医療体制構築に係る指針
○周産期医療の体制構築に係る指針
○⼩児医療の体制構築に係る指針

第８次静岡県保健医療計画＜中間⾒直し＞
（令和４年３⽉）

○救急医療
○災害時における医療
○へき地の医療
○周産期医療
○⼩児医療（⼩児救急医療を含む）

第９次静岡県保健医療計画＜次期計画＞
（令和６年３⽉）

○救急医療
○災害時における医療
○新興感染症発⽣・まん延時における医療
○へき地の医療
○周産期医療
○⼩児医療（⼩児救急医療を含む）

8次医療計画等に
関する検討会

意⾒のとりまとめ
（令和４年12⽉28⽇）

① 国の指針を勘案
② ①以外の本県の課題、
  施策の方向性
③ その他（時点更新等）

＜有識者会議等で審議＞
・医療審議会
・医療計画策定作業部会
・医療対策協議会
・各分野別協議会
 （救急・災害医療対策協議会など）

資料2
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令和５ 年度第１ 回医療政策研修会（ 令和５ 年5月開催） の資料を 基に加工
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①各救急医療機関の役割が明確化さ れたこ と によ り 、 高齢救急患者の主な受け入れ先
 について記載

8



②「 高次の医療機関から の必要な転院搬送を促進」 については、 救急患者退院コ ー  
 ディ ネータ ー事業について記載
③適切な医療機関の受診相談体制について、 県保健医療計画記載済み
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④「 居宅・ 介護施設の高齢者の救急医療」 について、 地域包括ケア関係者等と の
 連携について記載
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⑤「 ド ク タ ーヘリ の広域連携」 については、 県保健医療計画に記載済み
⑥「 ド ク タ ーカ ーの効果的な活用」 について追記
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⑦「 新興感染症の発生・ まん延時において、 感染症対応と 通常の救急医療を 両立でき る
 よう な体制整備」 ついて追記
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第９次静岡県保健医療計画 骨子案（救急医療）

【（現計画）数値目標に対する進捗状況】

＊心因性でかつ一般市民により心肺機能停止の時点が目撃された症例

【課題】

○救急医療機関の役割

・救急搬送人数は令和２年度は減少したものの、それ以前は増加傾向にあり、中でも 65 歳

以上の高齢者が増加しています。

・急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を、自宅への退院や他の病院等への転院、

一般病床への円滑な転床ができる体制が必要です。

・救急搬送人数のうち軽症が 40％を超えており、高次の救急医療機関や救急搬送の過度な

負担が懸念されています。

○居宅・介護施設の高齢者の救急医療

・居宅・介護施設の高齢者が、自らの意思に沿った救急医療を受けられるような環境整備

を進めることが必要です。

○ドクターヘリ・ドクターカー

・本県では、超広域災害である南海トラフ巨大地震を想定されており、災害初動期におい

ては、ドクターヘリによる医療救護活動が重要です。。

・従来の救急車に加え、診療を行う医師の派遣が可能となるドクターカーの運用が進んで

おり、救急医療提供体制の一部として、より効果的に活用することが求められます。

○その他

・令和６年度からの医師の時間外労働規制の導入により、救急医療提供体制に大きな影響

が生じることが懸念されます。

・新興感染症の発生・まん延時には、感染症対応の救急医療が急増し、通常の救急医療の

提供に大きな影響が生じることが懸念されます。

項目 策定時 現状値 目標値 進捗状況

心肺機能停止患者＊の１

か月後の生存率

10.9％

(2016 年)

9.3％

(2021 年)

13.3％以上

(2023 年)

数値が悪化

（新型コロナウイルス感

染症の感染拡大により、

人との接触を避けたい心

理から、一般市民による

AED の使用率が低下した

こと等による）
心肺機能停止患者＊の１

か月後の社会復帰率

7.5％

(2016 年)

5.6％

(2021 年)

8.7％以上

(2023 年)

救命救急センター充実段

階評価がＳ・Ａとなった病

院の割合

－
100％

(2022 年)

100％

(2023 年)
目標達成の見込み

【対策のポイント】

○ 重症度・緊急度に応じた救急医療の提供

○ 適切な病院前救護活動と搬送体制の確立

資料３
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【施策の方向性】

○救急医療機関の役割

・急性期を脱した患者の転床・転院をさらに促進するため、救急患者退院コーディネータ

ー事業等を活用した必要な人材育成の支援を検討します。

・「救急安心センター事業（#7119）」の整備等、適切な医療機関の受診や救急車の要請がで

きる体制の充実・強化を検討します。

○居宅・介護施設の高齢者の救急医療

・救急現場における心肺蘇生を望まない心肺停止患者への対応方針等は、救急医療の関係

者や地域包括ケアの医療・介護関係者、消防関係者等地域の関係者がそれぞれ実施する

会議を合同で開催する等、地域の多様な関係者が協力して取組を進めていきます。

○ドクターヘリ・ドクターカー

・既に連携している中部ブロック８県との大規模災害時におけるドクターヘリの運用強化

を促進するとともに、神奈川・山梨両県との大規模災害時におけるドクターヘリの運用

を進めていきます。

・ドクターカーの運用状況を把握するとともに、国が示すマニュアル等を基に、救急医療

体制の一部に位置づけることの有効性や、より効率的な活用方法を検討します。

○その他

・医師の時間外労働規制への対応に向けて、ふじのくに医療勤務環境改善支援センター等

と連携し、医療機関を支援します。

・新興感染症の発生・まん延時等、救急外来の需要が急増した際にも、通常の救急医療と

両立できるような体制の構築を検討します。

【（次期計画）数値目標項目（案）】

【各種協議会等の開催状況、関係機関からの意見聴取等】

・令和５年６月 27 日

「救急・災害医療対策協議会」にて、骨子案を協議

項目 現状値 目標値 目標設定の考え方

継
続

心肺機能停止患者の１か月後の生存

率

9.3％

(2021 年)

11.1％

(2029 年) 2021 年の全国平均値を

目標に設定（消防庁「救

急救助の現況）心肺機能停止患者の１か月後の社会

復帰率

5.6％

(2021 年)

6.9％

(2029 年)

救命救急センター充実段階評価が

Ｓ・Ａとなった病院の割合

100％

(2022 年)

100％

(2029 年)

全センターに対する

Ｓ・Ａの評価を目標に

設定（厚生労働省調査）
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国が示す「 災害時における医療体制の構築に係る指針」 への対応 資料４

令和５ 年度第１ 回医療政策研修会（ 令和５ 年5月開催） の資料を基に加工
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①医療法の改正により 、 災害時の医療に加え、 感染症発生・ まん延時に
 都道府県知事の求めに応じ て派遣さ れる 人材を 国が養成・ 登録する 仕組みが
 位置づけら れた旨を 記載
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②「 総合調整を 行う 体制」 については、 県保健医療計画記載済み。
 福祉分野の追加し た名称に変更する。
③災害医療コ ーディ ネータ ーについては、 県保健医療計画記載済み（ 注釈） 。
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④「 病院の機能や地域における役割に応じ た医療提供体制を 整備」 を 明記する。
⑤Ｂ Ｃ Ｐ は県保健医療計画記載済み。 国方針を受け、 「 実効性の高い」 を 補記する。  
⑥「 耐震化や、 自家発電機の整備、 燃料の備蓄等（ イ ンフ ラ ） を 含めた必要な
  防災対策」 についは、 県保健医療計画に記載済み。
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⑦「 特に災害時においても 配慮を 有する 被災者に対応でき る 体制構築について
   平時より 検討を進める」 旨を 記載する。
⑧災害時医療救護体制の整備に当たり 、 「 地域の災害医療に関する 関係者の協力
 のも と 」 進める旨を 追記する。
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⑨「 浸水想定区域又は津波災害警戒区域に所在する医療施設については、 風水害が生
 じ た際の被災を 軽減するため、 止水板等の設置によ る止水対策や自家発電機等の高
 所移設、 排水ポンプ設置等による浸水対策を 促進」 する旨を 記載する。
⑩Ｂ Ｃ Ｐ については県保健医療計画記載済み。 「 BCP策定研修等を 通じ て」 を 追記。
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既に関係会議に医療関係者が参加し ているため、 計画への反映は不要
○静岡県防災会議（ （ 一社） 静岡県医師会長、 （ 公財） 静岡県看護協会長）
○救急・ 災害医療対策協議会 （ 県内の医療関係団体から 委員推薦）
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⑪「 医療コ ン テナの活用など、 災害時の医療提供体制を 維持するための取組に
 ついて、 国等の動向を注視し 、 導入に向けた検討を 進める」 旨を 記載する。
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⑫新興感染症に特化し た指標ではなく 、 Ｄ ＭＡ Ｔ の増員、 資質向上が重要。
 現行の研修会実施回数の指標により 政策を 評価し ていく 。
⑬災害医療コ ーディ ネータ ーは、 人数ではなく 、 実効性が重要。
 現行の災害医療コ ーディ ネータ ーの訓練実施回数により 政策を 評価し ていく 。
⑭止水対策については、 各病院のＢ Ｃ Ｐ に記載さ れる べき 事項であり 、
 現行のＢ Ｃ Ｐ 策定率により 政策を 評価し ていく 。

⑬

⑫

⑭
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第９次静岡県保健医療計画 骨子案（災害時における医療）

【（現計画）数値目標に対する進捗状況】

【課題】

○多職種連携

・災害時には、保健・医療・福祉の連携が重要であることから、保健医療福祉調整本部

など、総合調整を行う体制の強化が重要です。

・２次保健医療圏単位等で医療資源の需給調整等を行うコーディネート体制を整備する

ため、災害医療コーディネーターを中心とした関係機関との連携強化が必要です。

○災害時に拠点となる病院等の体制強化

・被災後、早急に診療機能を回復できるように、実効性の高い業務継続計画（ＢＣＰ）

の整備と被災した状況を想定した研修・訓練を実施し、平時からの備えを行っている

ことが必要です。

○止水対策を含む浸水対策

・昨今、激甚化、頻発化する風水害に備え、浸水リスクの高い地域等においては、被災

を軽減する取組が必要です。

○その他

・災害時に医療救護等を行う人材（ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ等）の確保・育成が必要です。

・関係団体の協力のもと、医療コンテナの活用などの新たな取組の実証実験を含め、実

効性のある医療救護訓練の実施が重要です。

項目 策定時 現状値 目標値 進捗状況

業務継続計画を策定してい
る災害拠点病院及び救護病
院の割合（対象：87 施設）

20施設
（22.2％）

( 2016 年 4月)

56 病院
（65.9％）

（2023 年３月）

100%
（2023 年度）

数値は改善したが達
成は困難

業務継続計画に基づき、被
災した状況を想定した研修
及び訓練を実施している災
害拠点病院及び救護病院の
割合（対象：87 施設）

研修 7病院
(7.8%)

訓練 14 病院
(15.6%)

(2016 年 4月)

研修 35 病院
(41.2%)

訓練 35 病院
(41.2%)

(2023 年 3月)

100%
（2023 年度）

数値は改善したが達
成は困難

２次保健医療圏単位等で災
害医療コーディネート機能の
確認を行う訓練実施回数

年１回
(2016 年度)

年１回
（2021 年度）

年２回以上
(毎年度)

数値の改善が見られ
ない
※新型コロナ拡大により、

実施が１回となったため

静岡ＤＭＡＴ関連研修の実
施回数

年２回
(2019 年度)

年３回
（2022 年度）

年３回
（毎年度）

目標以上

静岡ＤＰＡＴ研修の実施回数
年１回

(2021 年度)
第１回

（2022 年度）
年１回

（毎年度）
目標以上

【対策のポイント】

○ 災害超急性期（発災後 48 時間以内）において必要な医療が確保される体制

○ 災害急性期（３日～１週間）において円滑に医療資源の需給調整等を行う

コーディネート体制

○ 超急性期を脱した後も住民の健康が確保される体制

資料５
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【施策の方向性】

○多職種連携

・災害時に保健医療福祉調整本部を設置し、医療救護施設等の保健医療福祉ニーズを把

握・分析した上で保健医療活動チームを配置調整する体制を整備します

・救護活動をになうＤＭＡＴ等の医療チーム、ＤＷＡＴ等の福祉チーム、医療資源需給

調整を行う災害医療コーディネーター、医薬品等や薬剤師の確保・調整を行う災害薬

事コーディネーター等の関係機関との連携体制の強化を推進します。

○災害時に拠点となる病院等の体制強化

・平常時から、業務継続計画（ＢＣＰ）策定研修等を通じて、病院における実効性の高

い業務継続計画（ＢＣＰ）の整備を働きかけます。

○止水対策を含む浸水対策

・浸水想定区域又は津波災害警戒区域に所在する医療施設については、風水害が生じた

際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水対策や自家発電機等の高所移設、

排水ポンプ設置等による浸水対策を促進します。

○その他

・災害時に医療救護等を行う人材（ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ等）確保・育成に向けた研修会

等を実施するとともに、県ＤＭＡＴ調整本部や DPAT 調整本部の機能強化を進めます。

・医療コンテナの活用など、災害時の医療提供体制を維持するための取組について、国

等の動向を注視し、導入に向けた検討を進めます。

【（次期計画）数値目標項目（案）】

【各種協議会等の開催状況、関係機関からの意見聴取等】

・令和５年６月 27 日（火）

「救急・災害医療対策協議会」（令和５年度第 1 回）にて、骨子案を協議

項目 現状値 目標値 目標設定の考え方

継

続

業務継続計画を策定している災害
拠点病院及び救護病院の割合

65.9％（56病院）
（2023 年３月）

100%
（2029 年度）

被災後、早急に診療機能を
回復できるよう、業務継続計
画を整備

業務継続計画に基づき、被災した
状況を想定した研修及び訓練を実
施している災害拠点病院及び救
護病院の割合

研修 41.2%(35 病院)
訓練 41.2%(35 病院)

(2023 年 3月)

100%
（2029 年度）

整備された業務継続計画に
基づき、被災した状況を想
定した研修及び訓練を実施

２次保健医療圏単位等で災害医
療コーディネート機能の確認を行う
訓練実施回数

年１回
（2021 年度）

年２回以上
(毎年度)

全県一斉訓練のほか、各２
次保健医療圏単位での訓
練実施回数の合計値

静岡ＤＭＡＴ関連研修の実施回数
年３回

（2022 年度）
年３回

（毎年度）
静岡ＤＭＡＴ隊員の養成及
び技能維持向上を図る

静岡ＤＰＡＴ研修の実施回数
第１回

（2022 年度）
年１回

（毎年度）
静岡ＤＰＡＴ隊員の養成及
び技能維持向上を図る
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